
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【風水害関係】 
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「防災気象情報」を活用した大雨や台風への備えを 

 

気象警報を発表するような激しい現象は、ひとたび発生すると命に危険が及ぶおそれがあり

ます。そうした現象が予想される数日前から気象庁では「早期注意情報」や「気象解説情報」

を発表し、その後の危険度の高まりに応じて「注意報」、「警報」、「特別警報」を段階的に

発表されます。 

 

気象庁では、警報や注意報に先立ち、「早期注意情報」や大雨や台風に関する「気象解説情

報」を発表します。テレビやラジオ、 気象庁ウェブサイトの「防災情報」ページなどで、最

新の情報を入手するよう心掛け、時間を追って段階的に発表される「注意報」、「警報」、

「キキクル」などを活用して、早め早めの防災行動をとるようにします。 

 また、警戒レベル相当情報やそれ以外の警報等を補足する情報として、線状降水帯など顕著

現象が発生または発生しつつある場合に「気象防災速報」が発表されます。 

 

 

大雨や台風時に発表される主な警報・注意報 

特別警報 大雨、土砂災害、高潮、氾濫、暴風、波浪 

警報 大雨、土砂災害、高潮、氾濫、暴風、波浪 

注意報 大雨、土砂災害、高潮、氾濫、強風、波浪、雷 

 

 

段階的に発表される気象情報 

・警戒レベル相当情報とあわせて、段階的に発表させる様々な防災気象情報を防災対応の判

断に活用することが重要です。 
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早期注意情報・気系列情報 

・早期注意情報（警戒レベル１）は、５日先までの警報級の現象を発表 

 ・時系列情報は、警報・注意報に先立って、翌日までの気象情報の見通しを、毎日４回発表 

   
 

線状降水帯に関する情報 

〇 線状降水帯とは 

次々と発生する発達した雨雲（積乱雲）が列をなした、組織化した積乱雲群によって、数

時間にわたってほぼ同じ場所を通過または停滞することで作り出される、線状に伸びる長さ

50～300㎞程度、幅 20～50㎞程度の強い降水をともなう雨域を線状降水帯といいます。 

 
                                       気象庁資料 

〇 線状降水帯の予測情報について 

気象庁では、令和４年６月から、線状降水帯による大雨の可能性がある程度高いと予測で

きた場合に、半日程度前から気象情報において呼びかけてきました。令和８年５月29日から

線状降水帯が発生する可能性が高まっていることを発生の２～３時間前を目標にお知らせす

る「線状降水帯直前予測」の運用を開始しています。 

この情報が発表された際には、周辺の状況や自治体による避難情報等に留意し、速やかに

適切な行動をとることが大切です。 

[気象防災速報] 気象防災速報（記録的短時間大雨） 

         気象防災速報（線状降水帯発生） 

気象防災速報（線状降水帯直前予測） 
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雨の強さと降り方 

 

 

出典：気象庁ＨＰ（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/amehyo.html） 

 

 

 

1時間雨量

(mm)
予報用語

人の受けるイ

メージ
人への影響

屋内

(木造住宅

を想定）

屋外の様子 車に乗っていて

10以上～20未満 やや強い雨 ザーザーと降る

地面からの

跳ね返りで

足元がぬれ

る

雨の音で話し

声が良く聞き

取れない

20以上～30未満 強い雨 どしゃ降り
ワイパーを速く

しても見づらい

30以上～50未満 激しい雨

バケツをひっく

り返したように

降る

道路が川のよ

うになる

高速走行時、車

輪と路面の間に

水膜が生じブ

レーキが効かな

くなる（ハイド

ロプレーニング

現象）

50以上～80未満
非常に激し

い雨

滝のように降る

（ゴーゴーと降

り続く）

80以上～ 猛烈な雨

息苦しくなるよ

うな圧迫感があ

る。恐怖を感ず

る

地面一面に水

たまりができ

る

傘をさして

いてもぬれ

る

寝ている人の

半数くらいが

雨に気がつく

雨の強さと降り方

（平成12年8月作成）、（平成14年1月一部改正）、（平成29年3月一部改正）、（平成29年9月一部改正）

傘は全く役

に立たなく

なる

水しぶきであ

たり一面が

白っぽくな

り、視界が悪

くなる

車の運転は危険

(注1) 大雨によって災害が起こるおそれのあるときは大雨注意報や洪水注意報を、重大な災害が起こるおそれのあると

　　 大雨警報や洪水警報を、さらに重大な災害が起こるおそれが著しく大きいときは大雨特別警報を発表して警戒や

        を呼びかけます。なお、警報や注意報の基準は地域によって異なります。

(注2) 数年に一度程度しか発生しないような短時間の大雨を観測・解析したときには記録的短時間大雨情報を発表しま

         この情報が発表されたときは、お住まいの地域で、土砂災害や浸水害、中小河川の洪水害の発生につながるよう

         烈な雨が降っていることを意味しています。なお、情報の基準は地域によって異なります。

https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/amehyo.html
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風の強さと吹き方  （風速の単位はm/s） 
(平成 12年 8月作成）、(平成 14年 1月一部改正）、(平成 19年４月一部改正）、(平成 25年 3月一部改正)、(平成 29年 9月一部改正) 

風の 

強さ 

(予報 

用語) 

平均 

風速 

(m/s) 

おお 

よそ 

の 

時速 

速さ 

の 

目安 

人への影

響 

屋外・樹木の

様子 
走行中の車 建造物 

おお 

よそ 

の 

瞬間 

風速 

(m/s) 

や
や
強
い
風 

10以上 

15未満 
～50km 

一
般
道
路
の
自
動
車 

風に向か

って歩きに

くくなる。 

傘がさせ

ない。 

樹木全体が揺

れ始める。 

電線が揺れ始

める。 

道路の吹流し

の角度が水平

になり、高速

運転中では横

風に流される

感覚を受け

る。 

樋（とい）が揺れ始め

る。 

 

 

 

 

 

 

20 

 

 

 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

 

 

   

 

40 

 

 

 

   

50 
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強
い
風 

15以上 

20未満 
～70km 

風に向か

って歩けな

くなり、転

倒する人も

出る。 

高所での

作業は極

めて危険。 

電線が鳴り始

める。 

看板やトタン

板が外れ始め

る。 

高速運転中で

は、横風に流

される感覚が

大きくなる。 

屋根瓦・屋根葺材がは

がれるものがある。 

雨戸やシャッターが揺

れる。 

高
速
道
路
の
自
動
車 

非
常
に
強
い
風 

20以上 

25未満 
～90km 

何かにつ

かまってい

ないと立っ

ていられな

い。 

飛来物に

よって負傷

するおそ

れがある。 

細い木の幹が

折れたり、根

の張っていな

い木が倒れ始

める。 

看板が落下・

飛散する。 

道路標識が傾

く。 

通常の速度で

運転するのが

困難になる。 

屋根瓦・屋根葺材が飛

散するものがある。 

固定されていないプレ

ハブ小屋が移動、転倒

する。 

ビニールハウスのフィ

ルム（被覆材）が広範

囲に破れる。 

25以上 

30未満 
～110km 

特
急
電
車 

屋外での

行動は極

めて危険。 

走行中のトラ

ックが横転す

る。 

固定の不十分な金属

屋根の葺材がめくれ

る。 

養生の不十分な仮設

足場が崩落する。 

猛
烈
な
風 

30以上 

35未満 
～125km 

35以上 

40未満 
～140km 

多くの樹木が

倒れる。 

電柱や街灯で

倒れるものが

ある。 

ブロック壁で

倒壊するもの

がある。 

外装材が広範囲にわ

たって飛散し、下地材

が露出するものがあ

る。 

40以上 140km～ 

住家で倒壊するものが

ある。 

鉄骨建造物で変形す

るものがある。 
（注１）平均風速は 10分間の平均、瞬間風速は 3秒間の平均です。風の吹き方は絶えず強弱の変動があり、瞬間風速は平均風速の

1.5倍程度になることが多いですが、大気の状態が不安定な場合等は３倍以上になることがあります。 

（注２）この表を使用される際は、以下の点にご注意ください。 

1.風速は地形や廻りの建物などに影響されますので、その場所での風速は近くにある観測所の値と大きく異なることがありま

す。 

2.風速が同じであっても、対象となる建物、構造物の状態や風の吹き方によって被害が異なる場合があります。この表では、

ある風速が観測された際に、通常発生する現象や被害を記述していますので、これより大きな被害が生じたり、逆に小さな

被害にとどまる場合もあります。 

3.人や物への影響は日本風工学会の「瞬間風速と人や街の様子との関係」を参考に作成しています。今後、表現など実情と

合わなくなった場合には内容を変更することがあります。 

出典：気象庁ＨＰ（http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/kazehyo.html）  

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/kazehyo.html


 

 

59 

 

土砂災害に関する情報について 
 

 

○土砂災害から身を守るために知っておきたい 3つのポイント 

 

土砂災害から身を守るためには、私たち一人ひとりが土砂災害に対して日頃から備えておく

ことが重要です。 

 

（1）住んでいる場所が「土砂災害警戒区域」かどうか確認する 

 

土砂災害のおそれのある地区は「土砂災害警戒区域」や「土砂災害危険箇所」とされていま

す。普段から自分の家がこれらの土砂災害のおそれのある地区にあるかどうか、都道府県や国

土交通省砂防部のホームページなどで確認しましょう。また、避難の際にどこにどのように逃

げるかを知っておくことが大事です。市町村が作成する土砂災害ハザードマップを利用して避

難場所や避難経路を確認しましょう。詳しくは、お住まいの市町村にお問い合わせください。 

 ＊ただし、土砂災害危険箇所でなくても、付近に「がけ地」や「小さな沢」などがあれば注

意を。 

 

（2）雨が降り出したらレベル４土砂災害危険警報に注意する 

 

雨が降り出したら、「レベル４土砂災害危険警報」に注意しましょう。レベル４土砂災害危

険警報は、大雨による土砂災害発生の危険度が高まったときに、市町村長が避難指示などを発

令する際の判断や住民の自主避難の参考となるよう、都道府県と気象庁が共同で発表する防災

情報です。 

気象庁ホームページや各都道府県の砂防課などのホームページで確認できるほか、テレビや

ラジオの気象情報でも発表されます。大雨による電波障害や停電などいざというときのために

携帯ラジオを持っておくとよいでしょう。都道府県や市町村によっては、携帯電話などに自動

的に土砂災害警戒情報を教えてくれるサービスもあります。さらに、キキクル（危険度分布）

など、、1～5km のメッシュ単位の危険度が気象庁や都道府県のホームページで確認できま

す。 
 ※神奈川県土砂災害情報ポータル（https://dosyasaigai.pref.kanagawa.jp/website/kanagawa/gis/index.html） 

 

（3）警戒レベル４で全員避難する 

 

お住まいの地域にレベル４土砂災害危険警報が発表されたら、自治体からの避難指示の発令

に留意するとともに、避難指示が発令されていなくても、キキクル（危険度分布）などを参考

にし、早めに近くの避難場所など、安全な場所に避難します。特に、障害のある人など避難に

時間がかかる人は、移動時間を考えて早めに避難させることが大事です。 

また、強い雨や長雨のときなどは、市町村の防災行政無線や広報車による呼びかけや緊急速

報メールなどにも注意してください。土砂災害の多くは木造の 1 階で被災しています。どう

しても避難場所への避難が困難なときは、次善の策として、近くの頑丈な建物の 2 階以上に

緊急避難するか、それも難しい場合は建物の中でより安全な場所（がけから離れた部屋や 2

階など）に避難します。 

 

 

 

 

https://dosyasaigai.pref.kanagawa.jp/website/kanagawa/gis/index.html
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○ 土砂災害の前兆現象にも注意しましょう 
 

土砂災害には、「がけ崩れ」「地すべり」「土石流」の3つの種類があり、これらが発生するときには、

多くの場合、何らかの前兆現象が現われます。下に挙げたものは主な前兆現象です。こうした前兆現象に

気づいたら、周囲の人にも知らせ、いち早く安全な場所に避難することが大事です。 

 

 

がけ崩れ 地すべり 土石流 

   

 

斜面の地表に近い部分が、雨水

の浸透や地震等でゆるみ、突然、

崩れ落ちる現象です。崩れ始めて

から、崩れ落ちるまでの時間がご

く短く、人家の近くで起きると逃

げ遅れる人も多く、人命を奪うこ

との多い災害です。 

 

斜面の一部あるいは全部が地下

水の影響と重力によってゆっくり

と斜面下方に移動する現象です。

移動する土塊の量が大きいため、

甚大な被害を及ぼします。 

 

山腹や川底の石、土砂が長雨や

集中豪雨などによって一気に下流

へと押し流される現象です。時速

20～40kmという速度で一瞬のうち

に人家や畑などを壊滅させてしま

います。 

がけ崩れの前兆現象 

• がけにひび割れができる  

• 小石がパラパラと落ちて

くる  

• がけから水が湧き出る  

• 湧き水が止まる  

• 湧き水が濁る  

• 地鳴りがする  

地すべりの前兆現象 

• 地面がひび割れたり陥没

したりする  

• がけや斜面から水が噴き

出す  

• 井戸や沢の水が濁る  

• 地鳴り・山鳴りがする  

• 樹木が傾く  

• 亀裂や段差が発生する  

土石流の前兆現象 

• 山鳴りがする  

• 急に川の水が濁り、流木が

混ざり始める  

• 腐った土の匂いがする  

• 雨が降り続いているのに川

の水位が下がる  

• 立木がさける音や石がぶつ

かり合う音が聞こえる  

  

出典：政府広報オンライン 

 （http://www.gov-online.go.jp/useful/article/201106/2.html） 

 

 

 

 

http://www.gov-online.go.jp/useful/article/201106/2.html
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特別警報について 

 

１ 特別警報とは 

「特別警報」とは、警報の発表基準をはるかに超える大雨や、大津波等が予想され、重大な災害の起こるおそ

れが著しく高まっている場合に発表し、最大級の警戒を呼びかけるものであり、気象庁では、平成25年８月30日

から運用を開始しています。 

 

 特別警報が対象とする現象は、18,000人以上の死者・行方不明者を出した東日本大震災における大津波や、我

が国の観測史上最高の潮位を記録し、5,000人以上の死者・行方不明者を出した「伊勢湾台風」の高潮、東日本の

広い範囲で河川の氾濫等による甚大な被害をもたらし、100人以上の死者・行方不明者を出した「令和元年東日本

台風」の大雨等が該当します。 

 

 特別警報が発表された場合、お住まいの地域は数十年の、これまでに経験したことのないような、重大な危険

が差し迫った異常な状況にあります。この数十年間災害の経験が無い地域でも、重大な災害の起こるおそれが著

しく高まっていますので、油断しないでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 「特別警報」の発表基準、警報・注意報の関係について 

特別警報は、警報の発表基準をはるかに超える現象に対して発表し、その発表基準は、地域の災害対策を担

う都道府県知事及び市町村長の意見を聴いて決めています。 

 大雨、津波、火山、地震（地震動）など各現象に対する特別警報の発表基準は次ページをご覧ください。 
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○気象等に関する特別警報の発表基準 

  
  

 これまでと変わらない特別警報 

現象の種類 発表基準 

暴風 数十年に一度の強度の台風や

同程度の温帯低気圧により 

暴風が吹くと想定される場合 

波浪 高波になると想定される場合 

暴風雪 数十年に一度の強度の台風と同程度の温帯低気圧により雪を伴う暴風が吹くと想定される

場合 

大雪 数十年に一度の降雪量となる大雪が予想される場合 

 

 

 

 

○津波・火山・地震（地震動）に関する特別警報の発表基準 

 津波、火山噴火、地震については、従来からの警報のうち、危険度が非常に高いレベルのものを特別警報に位

置づけています。 

 具体的には、津波については「大津波警報」、火山噴火については「噴火警報（居住地域）」＊、地震については

「緊急地震速報」（震度６弱以上または長周期地震動階級４を予想したもの）を特別警報に位置づけています（下

表を参照）。 

 これらの特別警報は、名称に「特別警報」は用いず、従来どおりの名称で発表します。例えば、大津波警報が発

表された時は、それが津波に関する特別警報が発表されたという意味です。 

 これらの特別警報を見聞きした場合は、これまでと同様に、津波であれば直ちに避難する、火山噴火であれば

噴火警戒レベルに応じ避難や避難準備を行う、地震であれば揺れから身を守るなど、命を守る行動をとってくださ

い。 
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・大津波警報 

大津波警報を特別警報と位置づけています。 

巨大地震が発生した場合は、最初の津波警報（第一報）では、 

予想される津波の高さを「巨大」、「高い」という言葉で発表し 

て非常事態であることを伝えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

巨大地震の場合でも、地震発生から 15分ほどで精度のよい地震の規模が把握できす。 

その時は、予想される津波の高さを「巨大」「高い」という言葉での表現から、５段階の数値での発

表に切り替えます。 

      また、巨大地震ではなく、地震の発生直後から精度よく地震の規模が求まった場合は、初めから５

段階の数値で発表します。 

     予想される津波の高さは、各区分の高い方の値を発表します。 

 

・緊急地震速報と地震動の特別警報、警報及び予報 

  地震動の特別警報、警報及び予報については以下の区分で運用します。 

地震動の特別警報、警報及び予報の区分及び名称について 

区分 情報発表の名称 内容 

地震動特別警報 

「緊急地震速報（警報）」 

又は「緊急地震速報」 

最大震度５弱以上または最大長周期地震動階級３以上の揺れが予想されたときに

(※）、強い揺れが予想される地域に対し地震動により重大な災害が起こるおそれ

のある旨を警告して発表するもの。このうち、震度６弱以上または長周期地震動

階級４の揺れが予想される場合を特別警報に位置付ける。 
地震動警報 

地震動予報 「緊急地震速報（予報）」 
最大震度3以上または長周期地震動階級１以上、マグニチュード3.5以上等と予想

されたときに発表するもの。 

 

※ 特別警報が発表されないからといって安心することは禁物です。気象庁では、特別警報だけでなく、

危険度の高まりに応じて警報や注意報も発表しています。大雨等においては、特別警報を待つことな

く、時間を追って段階的に発表される気象情報、注意報、警報やキキクル（危険度分布）等を活用し

て、早め早めの行動を心がけてください。 

 

３ 「特別警報」が発表されたら 

・すべての現象に共通すること 

 これまでに経験したことのないような、重大な危険が差し迫った異常な状況にあります。 

この数十年間災害の経験が無い地域でも、重大な災害の起こるおそれが著しく高まっていますので、 

油断しないでください。 
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・大雨の場合 

  何らかの土砂災害や浸水がすでに発生している可能性が極めて高く、警戒レベル５に相当します 。 

命の危険が迫っているため直ちに身の安全を確保しなければならない状況です。 

大雨特別警報が発表されていない地域についても、特別警報が発表されてから避難するのでは手遅れとな

りますので、特別警報を待つことなく、地元市町村からすでに発令されている避難情報に直ちに従い、身の

安全を確保してください。 

 

・津波の場合 

ただちに高台や避難ビルなど安全な場所へ避難してください。  

 
 

・火山噴火の場合 

警戒が必要な範囲からの避難や避難の準備をしてください。 

     

 

・地震（地震動）の場合 

震度６弱以上の緊急地震速報を特別警報に位置づけています。とるべき行動に変更はありません。 

周囲の状況に応じて、あわてずに、まず身の安全を確保してください。 

 緊急地震速報は、情報を見聞きしてから地震の強い揺れが来るまでの時間が数秒から数十秒しかありま

せん。その短い間に身を守るための行動を取る必要があります。 

 また、この短い間に行動を起こすためには、緊急地震速報が発表されたことを即座にわかるよう専用の

音（報知音）を覚えておく必要があります。 

 緊急地震速報を見聞きしたときの行動は、まわりの人に声をかけながら「周囲の状況に応じて、あわて

ずに、まず身の安全を確保する」ことが基本です。 

出典：気象庁ＨＰ（http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/index.html） 

 

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/index.html
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雷に関する情報について 

〇 雷について 

雷は、大気中で大量の正負の電荷分離が起こり、放電する現象です。放電する際に発生す

る音が雷鳴で、光が電光です。雲と地上の間で発生する放電を対地放電（落雷）といい、雲

の中や雲と雲の間などで発生する放電を雲放電といいます。雷は上空高くまで発達した積乱

雲で発生し、雷雲の背丈は夏は7km以上、冬は4km以上となります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 積乱雲が近づくサイン 

〇  

 

〇 雷ナウキャスト 

雷ナウキャストは、雷の激しさや雷の可能性を1km格子単位で解析し、その1時間後（10分

～60分先）までの予測を行うもので、10分毎に更新して提供します。雷の解析は、雷監視シ

ステムによる雷放電の検知及びレーダー観測などを基にして活動度1～4で表します。 

  

気象庁ＨＰ：http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/toppuu/thunder2-1.html 

 

 

<積乱雲が近づくサイン>

以下のような変化を感じたら、それは積乱雲が近づいている兆し（サイン）です。

まもなく、激しい雨と雷がやってきます。竜巻などの激しい突風が起きる恐れもあります。

真っ黒い雲が近づいてきた 雷の音が聞こえてきた 急に冷たい風が吹いてきた

 積乱雲の構造
積乱雲の構造 

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/toppuu/thunder2-1.html
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【火山災害関係】 
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噴火警戒レベル（「警戒が必要な範囲」と「とるべき防災対応」）について 

 

 噴火警戒レベルは、火山活動の状況に応じて「警戒が必要な範囲」と防災機関や住民等の「とるべ

き防災対応」を５段階に区分して発表する指標です。 

噴火警戒レベルの活用にあたっては以下の点に留意する必要があります。 

・火山の状況によっては、異常が観測されずに噴火する場合もあり、レベルの発表が必ずしも段階

を追って順番どおりになるとは限りません（下がるときも同様です）。  

・各レベルで想定する火山活動の状況及び噴火時等の防災対応に係る対象地域や具体的な対応方法

は、地域により異なります。  

・降雨時の土石流等、噴火警報の対象外の現象についても注意が必要であり、その場合には大雨情

報等他の情報にも留意してください。

  

注1： 住民等の主な行動と登山者・入山者への対応には、代表的なものを記載。 

注2： 避難・高齢者等避難や入山規制の対象地域は、火山ごとに火山防災協議会での共同検討を通じて地域防災計画等に

定められています。ただし、火山活動の状況によっては、具体的な対象地域はあらかじめ定められた地域とは異なることがあ

ります。 

注3： 表で記載している「火口」は、噴火が想定されている火口あるいは火口が出現しうる領域（想定火口域）を意味します。

あらかじめ噴火場所（地域）を特定できない伊豆東部火山群等では「地震活動域」を想定火口域として対応します。 

注4： 火山別の噴火警戒レベルのリーフレットには、「大きな噴石、火砕流、融雪型火山泥流等が居住地域まで到達するよう

な大きな噴火が切迫または発生」（噴火警戒レベル５の場合）等、レベルごとの想定される現象の例を示しています。 

出典：気象庁ＨＰより抜粋（http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/level_toha/level_toha.htm） 

 

 

http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/level_toha/level_toha.htm
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出典：気象庁ＨＰより抜粋（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/level/PDF/level_314.pdf） 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/level/PDF/level_314.pdf
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出典：気象庁ＨＰより抜粋（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/level/PDF/level_315.pdf） 

https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/level/PDF/level_315.pdf
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降灰予報について 
 
○降灰予報とは 

  火山噴火に伴い空から降ってくる火山灰（降灰）は、その量に応じて様々な被害をもたらします。 気象

庁が平成20年より発表している降灰予報では、降灰の量に関する予測がお伝えできていませんでしたが、平

成27年3月にスタートした新しい降灰予報では 量の予測を含めた予報として、噴火後に、どこに、どれだけ

の量の火山灰が降るかについて、詳細な情報をお伝えします。 また、活動が活発化している火山では、も

しも今日、噴火が起こるとしたら、この範囲に降灰があります、という事前の情報も提供します。 さら

に、噴火直後には、風に流される小さな噴石が降る範囲についても速報します。 

 

○情報発表の流れ 

①  降灰予報（定時） 

・噴火警報発表中の火山で、噴火により人々の生活に影響を及ぼす降灰が予想される場合に、定期的（３

時間毎）に発表します。 

・18時間先（3時間区切り）までに噴火した場合に予想される、降灰範囲や小さな噴石の落下範囲を提 

します。 

②  降灰予報（速報） 

・噴火の発生を通報する「噴火に関する火山観測報」を受けて発表します。 

・降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必要となる「やや多量」以上の降灰が予測

された場合に発表します。 

・降灰予報（定時）を未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速やかに伝えるため、予測された降灰が

「少量」のみであっても必要に応じて発表します。 

・事前計算された降灰予報結果から適切なものを抽出することで、噴火後速やかに（5～10分程度で）発   

表します。 

・噴火発生から1時間以内に予想される、降灰量分布や小さな噴石の落下範囲を提供します。 

③ 降灰予報（詳細） 

・噴火の観測情報（噴火時刻、噴煙高など）を用いて、より精度の高い降灰予測計算を行って発表します。 

・降灰予報（定時）を発表中の火山では、降灰への防災対応が必要となる「やや多量」以上の降灰が予測

された場合に発表します。 

・降灰予報（定時）を未発表の火山では、噴火に伴う降灰域を速やかに伝えるため、予測された降灰が

「少量」のみであっても必要に応じて発表します。 

・降灰予報（速報）を発表した場合には、予想降灰量によらず、降灰予報（詳細）も発表します。 

・降灰予測計算結果に基づき、噴火後20～30分程度で発表します。 

・噴火発生から6時間先まで（1時間ごと）に予想される降灰量分布や、降灰開 始時刻を提供します。 

  

○降灰量階級表 

降灰量の情報を、わかりやすく、防災対応が取りやすいように伝えるため、降灰量を階級で表現します。 

降灰量を、降灰の厚さによって「多量」「やや多量」及び「少量」の３階級に区分し、降灰量階級表では、

それぞれの階級における「降灰の状況」と「降灰の影響」及び「とるべき対応行動」を示します。 

 
出典：気象庁ＨＰより抜粋（http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/qvaf/qvaf_guide.html） 

http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/qvaf/qvaf_guide.html
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主な火山被害について 
 

火山は時として大きな災害を引き起こします。災害の要因となる主な火山現象には、大きな噴石、火

砕流、融雪型火山泥流、溶岩流、小さな噴石・火山灰、火山ガス等があります。また、火山噴火により

噴出された岩石や火山灰が堆積しているところに大雨が降ると土石流や泥流が発生しやすくなります。 

 特に、大きな噴石、火砕流、融雪型火山泥流は、噴火に伴って発生し、避難までの時間的猶予がほと

んどなく、生命に対する危険性が高いため、防災対策上重要度の高い火山現象として位置付けられてお

り、噴火警報や避難計画を活用した事前の避難が必要です。 

大
き
な
噴
石 

 

噴石（噴火によって火口から吹き飛ばされる防災上警

戒・注意すべき大きさの岩石）のうち、概ね20～30cm

以上の、風の影響をほとんど受けずに弾道を描いて飛散

するものを呼んでいます。 

 避難までの時間的猶予がほとんどなく、生命に対する

危険性が高いため、噴火警報等を活用した事前の入山規

制や避難が必要です。 

 

火
砕
流 

 

噴火により放出された破片状の固体物質と火山ガス等

が混合状態で、地表に沿って流れる現象です。 

 火砕流の速度は時速百km以上、温度は数百℃に達す

ることもあり、破壊力が大きく、重要な災害要因となり

えるため、噴火警報等を活用した事前の避難が必要で

す。 

 

 

融
雪
型
火
山
泥
流 

 

火山活動によって火山を覆う雪や氷が融かされること

で発生し、火山噴出物と水が混合して地表を流れる現象

です。 

 流速は時速数十kmに達することがあり、谷筋や沢沿

いを遠方まで流下することがあります。積雪期の噴火時

等には融雪型火山泥流の発生を確認する前に避難するこ

とが必要です。 
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溶
岩
流 

 

溶けた岩石が地表を流れ下る現象です。 

 流下速度は地形や溶岩の温度・組成によりますが、比

較的ゆっくり流れるので歩行による避難が可能な場合も

あります。 

 

小
さ
な
噴
石
・
火
山
灰 

 

噴石（噴火によって火口から吹き飛ばされる防災上警

戒・注意すべき大きさの岩石）のうち、直径数cm程度

の、風の影響を受けて遠方まで流されて降るものを小さ

な噴石と呼んでいます。 

 特に火口付近では、小さな噴石でも弾道を描いて飛散

し、登山者等が死傷することがあります。 

 噴火によって火口から放出される固形物のうち、比較

的細かいもの（直径２mm未満）を火山灰といいます。

風によって火口から離れた広い範囲にまで拡散します。

火山灰は、農作物、交通機関（特に航空機）、建造物な

どに影響を与えます。 

 

火
山
ガ
ス 

 

火山活動により地表に噴出する高温のガスのことを火

山ガスといいます。 

 噴火によって溶岩や破片状の固体物質などの火山噴出

物と一体となって噴出するものを含みます。「噴気」と

もいいます。水、二酸化硫黄、硫化水素、二酸化炭素な

どを主成分としています。 

 火山ガスを吸引すると、二酸化硫黄による気管支など

の障害や硫化水素による中毒等を発生する可能性があり

ます。 
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火
山
噴
火
に
伴
う
堆
積
物
に
よ
る
土
石
流
や
泥
流 

 

火山において火山噴出物と水が混合して地表を流れる

現象を火山泥流といいます。火山噴出物が雪や氷河を溶

かす、火砕物が水域に流入する、火口湖があふれ出す、

火口からの熱水あふれ出し、降雨による火山噴出物の流

動、などを原因として発生します。流速は時速数十km

に達することがあります。 

 水と土砂が混合して流下する現象を土石流といいま

す。流速は時速数十kmに達することがあります。噴火

が終息した後も継続することがあります。 

 土石流と火山泥流の区別は難しいですが、気象庁で

は、降雨により火山噴出物が流動することで発生する火

山泥流のことをいう場合に土石流を使用しています。 

「土砂災害緊急情報」を踏まえ、気象台は、気象情報

（予想雨量の情報）を発表します。噴火後に雨が予想さ

れている時は、川の近くや谷の出口に近づかないように

しましょう。 

 

出典：気象庁ＨＰより抜粋（https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/volsaigai/saigai.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.mlit.go.jp/river/sabo/kaisei-dosyahou.html
https://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/STOCK/kaisetsu/volsaigai/saigai.html
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【その他】 
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弾道ミサイル発射に係る対応について 
 

弾道ミサイルが発射され、日本に飛来する可能性がある場合は、Jアラート等により情報

伝達されます。Jアラートにより国から緊急情報が発信されると、これを受信した市町村で

は、防災行政無線の警報が屋外スピーカー等を通じて流れるなど、様々な手段により住民

へ情報が伝達されます。また、携帯電話等にもエリアメール・緊急速報メールが配信され

ます。 

 

【Ｊアラートを通じて緊急情報が発信された際の対応】 

弾道ミサイルが着弾した際は、爆風や破片等による危険が想定されるため、それらから

身を守る行動をとることが必要です。正しい知識を身に付け、適切な避難行動をとること

により、被害を最小限にすることが可能です。 

 

◇ J アラートによる情報伝達と学校における基本的な避難行動の流れ 
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（県立学校あて通知） 

 

 

平成29年10月19日 

 

各県立学校長 殿 

 

総務室長 

 

 

弾道ミサイル発射に係る県立学校の対応について 

 

 

このことについて、平成 29 年９月７日付「弾道ミサイル発射に係る対応に 

ついて」において児童・生徒等の安全確保及び危機管理対応の徹底をお願いし 

たところですが、平成 29 年９月８日付文部科学省事務連絡「北朝鮮による弾 

道ミサイル発射に係る対応について」に基づいた県立学校の具体的な対応方策 

について、別紙のとおりとりまとめましたので、各学校におかれましては、別 

紙を参照の上、児童・生徒等の安全確保に引き続き努めていただきますよう、 

よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問合せ先 

教育ビジョン・防災グループ 柿木、田村 

電話 (045)210-8078（直通） 

電子メール gakko-bosai-1@pref.kanagawa.jp 
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弾道ミサイル発射に係る県立学校の対応について 

 

１ 平常時の対応について 

（１）教職員の体制、行動等の確認 

① 学校防災活動マニュアルに定めた「学校地震災害対策本部」の各分掌を準用し、

校内の体制、教職員の役割分担等を確認しておく。 

② Ｊアラート情報の種類や内閣官房ホームページ（国民保護ポータルサイト）にお

いて周知されている避難行動等について確認しておく。 

③ 登下校時や校外活動時も含め、様々な状況において、Ｊアラートが発信された場

合の児童・生徒の避難方法、避難場所等について確認し、教職員間で共通理解を図

っておく。 

④ 児童・生徒の安否確認方法や、保護者との連絡方法、夜間・休日の職員間の情報

伝達方法について、点検・周知しておく。 

（２）児童・生徒への周知 

Ｊアラートによるミサイル発射情報が発信された場合の避難方法等について、児

童・生徒に周知しておく。（内閣官房ＨＰ（国民保護ポータルサイト）より） 

 

Ｊアラートのメッセージが流れたら、落ち着いて、直ちに行動してください。 

① 速やかな避難行動 

 ・屋外にいる場合：近くの建物の中や、地下に避難する。 

 ・建物がない場合：物陰に身を隠すか、地面に伏せて頭部を守る。 

 ・屋内にいる場合：窓から離れるか、窓のない部屋に移動する。 

  ★近くにミサイルが落下した場合 

    ・屋外にいる場合：口と鼻をハンカチで覆い、現場から直ちに離れ、密閉性の高

い屋内または風上へ避難する。 

    ・屋内にいる場合：換気扇を止め、窓を閉め、目張りをして室内を密閉する。 

②  正確かつ迅速な情報収集 

 ・ 弾頭の種類に応じて被害の様相や対応が大きく異なるため，テレビ・ラジオ・

インターネット等を通じて情報収集に努めるとともに、行政からの指示があれば

それに従って、落ち着いて行動する。 

 ・ 学校外では、付近の大人と協力して情報収集する。 

③  安否連絡方法の確認 

 ・ 登下校時等の保護者や学校との安否連絡方法をあらかじめ確認しておく。 

④  登下校時等の留意事項 

・ 登校前にＪアラートが発信された場合は、自宅待機とする。 

・ Ｊアラートの続報等で、ミサイルが上空通過・領海外に落下したことを確認し

た場合は、原則として登下校を再開する。 

・ ミサイルが県内に落下した場合は、行政からの指示に従って、落ち着いて行動

する。 

⑤ ミサイルの落下物を発見した場合 

・ 決して近寄らず、警察・消防に連絡する。 

別紙 
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２ Ｊアラート発信時の対応について 

 

（１）教職員の対応 

Ｊアラートの状況 在校時 登下校時 校外活動時 

神

奈

川

県

が

対

象

地

域

の

場

合 

第

一

報 

発射情報 

・校舎内・体育館等への

避難や建物内では窓か

ら離れるなど、速やか

な避難誘導を行う。 

・学校に登校した又は下

校していない児童生徒

を校舎内等へ速やかに

避難誘導する。 

・安全が確認されるまで

学校に留め置く。 

・引率教員等は、近くの

建物等へ速やかに避難

誘導する。 

第

二

報

以

降 

上空通過 

・領海外 

落下 

・情報確認後、教育活動

を再開する。 

・校庭等でミサイルの落

下物と思われる物を発

見した場合は決して近

寄らず警察・消防へ通

報する。 

・情報確認後、次のとお

り対応する。 

（登校時） 

児童・生徒が登校し

たら教育活動を再開す

る。交通機関の状況を

把握し、始業繰下げ・

臨時休業を検討する。 

（下校時） 

下校を再開する。そ

の際、ミサイルの落下

物等には注意して帰宅

するよう周知する。 

・特別支援学校のスクー

ルバスについては、事

前に定めた方法により

対応する。 

・引率教員等は、情報確

認後、校外活動を再開

する。 

・ミサイルの落下物と思

われる物を発見した場

合は決して近寄らず警

察・消防へ通報する。 

落下 

（領海を含

む） 

・Ｊアラート等の続報で

落下地域を確認し、引

き続き安全確保を行

う。 

・行政からの指示があれ

ば、それに従って落ち

着いて行動する 

・原則、児童・生徒を学

校で保護し安否情報を

保護者に連絡する。 

・Ｊアラート等の続報で

落下地域を確認し、校

内にいる児童生徒の安

全確保を行う。 

・登下校中の児童・生徒

については事前に定め

た方法により安否確認

を行う。 

・引率教員等は、Ｊアラ

ート等の続報で落下地

域を確認し、引き続き

安全確保を行う。 

・行政からの指示があれ

ば、それに従って落ち

着いて行動する 

・自校に現状を報告する

とともに自校と連携分

担し安否情報を保護者

へ速やかに連絡する。 

※ 上空を通過した場合は、通過情報と通過地域が、領海外に落下した場合は落下情報がＪアラートに

より伝達される。 

※ 落下の場合は、続報として直ちに避難の呼びかけ、落下地域の情報、避難の継続又は解除などがＪ

アラートにより伝達される。 

※ 校外活動場所が県外の場合は「神奈川県」を当該県に読み替える。 

 

（２）臨時休業等について 

・ 県内にJアラートが発信された場合、児童生徒の登校前であれば自宅待機とする。 
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その後、上空通過や領海外に落下した場合は教育活動を再開するが、交通機関の停

止・遅延による臨時休業・始業繰下げ等については、学校判断により対応する。 

・ ミサイルが国内（領海を含む）に落下した場合は、武力攻撃事態として神奈川県

危機管理対策本部が設置されることから、原則として臨時休業とする。 

・ 登校中の避難行動や交通機関の停止・遅延による児童・生徒の遅刻対応等につい

ては柔軟に対応する。 

（３）特別支援学校のスクールバスについて 

Ｊアラートが発信された場合のバスの行動や学校との連絡方法について、あらかじ

めバスの委託業者と調整しておく。 

   

・ Ｊアラートによるミサイル発射情報があった場合は、原則として、速やかにバスを安全な

場所に停車させる。可能な場合には、その後、乗車している児童・生徒の人数や実態に応じ

て、児童・生徒を建物の中に避難させる、車内で姿勢を低くさせるなどの対応を行う。 

・ ミサイルが上空を通過した場合や領海外に落下した場合は、学校と連絡を取り合いながら

運行を再開する。 

・ ミサイルが国内に落下した場合は、行政からの指示に従って行動する。 

（４）その他、留意点 

・ Ｊアラートやテレビ・ラジオ・インターネット等の情報を収集し、各種情報の正

確性に留意し、適切に判断する。また、行政からの指示があれば、それに従って落

ち着いて行動する。 

・ 生徒の安全が確認できるまでは学校で保護する。 

・ 状況に応じて保護者に随時情報提供を行う。 

 

３ その他の対応について 

（１）避難者への対応 

Ｊアラート発信時は、近隣住民等が学校に避難して来ることも考えられるため、そ

の場合は学校内で一時的に保護するなど、適切に対応する。また、避難者の避難場所

についてもあらかじめ定めておく。 

（２）市町担当部局との連携 

各市町の危機管理部局と、Ｊアラートの伝達方法や情報の取得方法等について情報

を共有するなど、連携して取り組む。 

（３）避難訓練について 

  ・ 既存の防災訓練等の機会を利用するなど学校の実情に応じて、児童・生徒に対し、

Ｊアラート発信時の避難行動や避難経路を確認するなどの訓練を行う。 

・ 市町の危機管理部局から弾道ミサイルを想定した避難訓練への参加協力依頼があ

った場合には、積極的に参加するなど、市町危機管理部局等との連携・協力を図る。 

 

（留意事項）※文部科学省通知再掲 

・児童生徒等の実態に応じた安全指導を行うこと。 

・政府としては、国民の安心・安全の確保について万全を期しており、保護者、児童

生徒等を必要以上に不安にさせることがないよう十分配慮すること。 
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参考となるホームページ 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

○ 神奈川県ホームページ 神奈川県災害情報ポータル 

https://www.bousai.pref.kanagawa.jp/ 

 

○ 横浜地方気象台ホームページ 

http://www.jma-net.go.jp/yokohama/ 

 

○ 気象庁ホームページ 

http://www.jma.go.jp/jma/index.html 

 

○ 同「ナウキャスト（雨雲の動き・雷・竜巻）」 

http://www.jma.go.jp/bosai/nowc/ 

 

○ 同「キキクル（危険度分布）」 

http://www.jma.go.jp/bosai/risk/ 

 

○ 同「特別警報について」 

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/ 

 

〇 雷に関する情報 

http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/toppuu/thunder2-1.html 

 

○ 国土交通省ホームページ「川の防災情報」 

http://www.river.go.jp/ 

 

○ 神奈川県ホームページ 神奈川県土砂災害情報ポータル 

http://dosyasaigai.pref.kanagawa.jp/website/kanagawa/gis/index.html 
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